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１．著しい物価変動に基づく
運営権者収受額の臨時改定

（実施契約書 第５６条第１項第３号）
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１．臨時改定の計算式（実施契約書 別紙10-4第3項）

 発動条件：物価変動比率が物価割合（4% or 5%）を超えて変動する場合

 改定対象：物価変動費

 計 算 式 ：

臨時改定後の物価変動費 ＝ 臨時改定前の物価変動費 ×（物価変動比率 ± 物価割合）

※ ±は，物価下落の場合にプラス，物価上昇の場合にマイナスの計算を行うことを意味する
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事業 物価割合

水道用水供給事業 5%

工業用水道事業 4%

流域下水道事業 4%

構成項目 物価変動費

人件費 ○

薬品費 ○

動力費 ○

修繕費 ○

保守点検費 ○

廃棄物処理費 ○

償却費 ○

資産減耗費 ○

その他営業費用 ○

公租公課

事業報酬

■物価割合 ■運営権者収受額の構成項目と物価変動費



２．物価指標
参照される物価指標

物価指標①：宮城県が公表する名目賃金指数（宮城県，電気・ガス・熱供給・水道業，30人以上）

物価指標②：日本銀行が公表する消費税を除く企業物価指数（無機化学工業製品）

物価指標③：日本銀行が公表する消費税を除く企業物価指数（電力・都市ガス・水道）

物価指標④：日本銀行が公表する消費税を除く企業向けサービス価格指数における参考指数としての消費税を

除く基本分類指数（総平均）

物価指標⑤：国土交通省が公表する建設工事費デフレーター（税抜）（上・工業用水道）
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■運営権者収受額の構成項目と

参照される物価指標

構成項目 参照される物価指標

人件費 物価指標①

薬品費 物価指標②

動力費 物価指標③

修繕費

物価指標④保守点検費

廃棄物処理費

償却費 物価指標⑤

資産減耗費
物価指標④

その他営業費用

公租公課 （物価変動の対象にしない）

事業報酬 （物価変動の対象にしない）



３．物価変動比率
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 物価変動比率の算出

物価変動比率は，基準期間※に対する検討対象期間における各物価指標の変動率を，各物価変動費の項

目が物価変動費の合計に占める割合で加重平均して算出したものです。

※基準期間：運営権者収受額の臨時改定を実施する料金期間の初日が属する事業年度の3年度前の事業年度1年間

（2021年4月～2022年3月）
■事業ごとの物価変動比率

・実施契約書第５６条第１項第３号に基づき、令和６年４月から臨時改定を実施
・直近の状況は、概ね横ばいの傾向

事業種別 事業名 物価割合 R6.4時点 R6.5時点 R6.6時点 R6.7時点 R6.8時点

R5.2～R6.1 R5.3～R6.2 R5.4～R6.3 R5.5～R6.4 R5.6～R6.5

大崎広域 5% 103.74% 103.79% 103.82% 103.91% 104.15%

仙南・仙塩広域 5% 104.06% 104.14% 104.19% 104.30% 104.55%

仙塩 4% 104.45% 104.43% 104.51% 104.59% 104.86%

仙台圏 4% 109.16% 109.14% 108.45% 108.18% 108.29%

仙台北部 4% 99.43% 99.42% 99.63% 99.73% 100.00%

仙塩流域 4% 107.02% 106.62% 106.24% 105.89% 105.91%

阿武隈川下流流域 4% 106.16% 105.78% 105.42% 105.10% 105.13%

鳴瀬川流域 4% 105.66% 105.31% 104.99% 104.71% 104.75%

吉田川流域 4% 104.28% 103.97% 103.66% 103.39% 103.44%

水道用水
供給事業

工業用水
供給事業

下水道
事業

（検討対象期間）



２．流域下水道事業における
動力費の変動に基づく
運営権者収受額の臨時改定

（実施契約書 第５６条第１項第２号）
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４．参照される物価指標
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物価指標①：宮城県が公表する名目賃金指数（宮城県，電気・ガス・熱供給・水道業，30人以上）

物価指標②：日本銀行が公表する消費税を除く企業物価指数（無機化学工業製品）

物価指標③：日本銀行が公表する消費税を除く企業向けサービス価格指数（電力・都市ガス・水道）

物価指標④：日本銀行が公表する消費税を除く企業向けサービス価格指数における参考指数としての

消費税を除く基本分類指数（総平均）

物価指標⑤：国土交通省が公表する建設工事費デフレーター（税抜）（上・工業用水道）

構成項目 参照される物価指標

人件費 物価指標①

薬品費 物価指標②

動力費 物価指標③

修繕費

物価指標④保守点検費

廃棄物処理費

償却費 物価指標⑤

資産減耗費
物価指標④

その他営業費用

公租公課 （物価変動の対象にしない）

事業報酬 （物価変動の対象にしない）

■運営権者収受額の

構成項目と参照される

物価指標



５．動力費臨時改定の発動条件と動力費変動比率
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 発動条件：実勢動力費水準が基準動力費水準から17％（動力費割合）を超えて変動する場合

時点 検討対象期間 動力費変動比率（※） 臨時改定後の算定基礎

R6.4.1 R5.2～R6.1 25.19% 8.19%（25.19－17）

※動力費変動比率＝（実勢動力費水準－基準動力費水準）÷基準動力費水準

・実施契約書第５６条第１項第２号に基づき、令和６年４月に臨時改定を実施
・直近の状況は、減少傾向

 計 算 式

（著しく動力費が下落した場合）

臨時改定後の動力費＝臨時改定直前の動力費×【1ー{（（基準動力費水準ー実勢動力費水準）÷基準動力費水準）ー動力費割合}】

（著しく動力費が上昇した場合）

臨時改定後の動力費＝臨時改定直前の動力費×【1＋{（（実勢動力費水準ー基準動力費水準）÷基準動力費水準）ー動力費割合}】

■動力費変動比率

事業種別 事業名 動力費割合 R6.4時点 R6.5時点 R6.6時点 R6.7時点 R6.8時点

R5.2～R6.1 R5.3～R6.2 R5.4～R6.3 R5.5～R6.4 R5.6～R6.5

17% 25.19% 22.57% 20.28% 17.92% 17.15%

（検討対象期間）

流域下水道事業（４事業）



６．臨時改定後の運営権者収受額（まとめ）
 臨時改定の実施

・工業用水道事業については、物価変動に基づく、月次運営権者収受額の臨時改定を実施

・流域下水道事業については、物価変動及び動力費変動に基づく月次運営権収受額の臨時改定を実施

■月次運営権者収受額の推移

8・直近の状況は、やや減少傾向

（金額：円）

事業種別 事業名
臨時改定前

（定期改定

後）
R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8

大崎広域 113,898,542 113,898,542 113,898,542 113,898,542 113,898,542 113,898,542

改訂前との差額 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

仙南・仙塩広域 121,770,225 121,770,225 121,770,225 121,770,225 121,770,225 121,770,225

改訂前との差額 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

仙塩 20,156,863 20,238,137 20,234,372 20,248,363 20,263,554 20,311,205

改訂前との差額 +81,274 +77,509 +91,500 +106,691 +154,342

仙台圏 11,195,132 11,710,326 11,708,987 11,639,990 11,613,130 11,623,813

改訂前との差額 +515,194 +513,855 +444,858 +417,998 +428,681

仙台北部 4,311,408 4,311,408 4,311,408 4,311,408 4,311,408 4,311,408

改訂前との差額 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0

仙塩流域 112,333,687 117,016,032 116,613,396 116,234,702 115,887,649 115,904,925

改訂前との差額 +4,682,345 +4,279,709 +3,901,015 +3,553,962 +3,571,238

阿武隈川下流流域 109,038,850 112,684,502 112,316,181 111,970,774 111,660,544 111,689,214

改訂前との差額 +3,645,652 +3,277,331 +2,931,924 +2,621,694 +2,650,364

鳴瀬川流域 14,380,228 14,787,186 14,742,575 14,701,201 14,665,239 14,670,742

改訂前との差額 +406,958 +362,347 +320,973 +285,011 +290,514

吉田川流域 38,870,959 39,445,425 39,347,708 39,347,707 39,347,707 39,347,707

改訂前との差額 +574,466 +476,749 +476,748 +476,748 +476,748

545,955,894 555,861,783 554,943,394 554,122,912 553,417,998 553,527,781

改訂前との差額 ±0 +9,905,889 +8,987,500 +8,167,018 +7,462,104 +7,571,887

水道用水
供給事業

工業用水
供給事業

下水道
事業

９事業　合計


